
令和７年度

補助金取組事業者アンケート結果
アンケート対象事業
・令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ支援事業
・令和４年度中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金

静岡県経済産業部商工業局商工振興課



事業概要

区 分
令和２年度 中小企業等危機克服

チャレンジ支援事業
令和4年度中小企業デジタル化・

業態転換等促進事業費補助金

対象者 中小企業・小規模事業者 中小企業・小規模事業者

対象事業
「非接触」、「遠隔」を実現する新
たなビジネスモデルへの挑戦や、デ
ジタル化などの取組

新たなビジネスモデルへの挑戦
やデジタル化等の取組 

補助率 ２／３ ２／３

補助上限 200万円
１次募集：200万円
２次募集：300万円

採択件数 591件 155件

１



完全に当初作成した
計画通りに進めることができた

    5.4％

ほぼ当初
作成した
計画通りに
進めること
ができた

37.4％

やや遅れや
計画の修正
はあるが
進めること
 はできた 
 40.1％

あまり進める
ことができなかった   

一部しか進めること

ができなかった 3.4％

取組は
計画通り

進められたか
ｎ＝147

大幅に増加した

    6.8％

やや増加した

65.3％

変わりは
ない

19.7％

やや減少した

   6.8％

大幅に減少した
   1.4％

取組実施後
の売上増減
について
ｎ＝147

 今後、
 拡大していく

予定である  
22.4％

今後も現在の規模で
継続していく予定である
      36.7％

 事業効果を
 見ながら
 検討
     34.7％

      今後は縮小させる予定である

       6.1％

この取組を
今後拡大・継続

していくか
ｎ＝147

13.6％

アンケート結果

 補助事業の効果       令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ支援事業

約４割が
取組は計画通り「進められた」と回答

 

 42.8％の事業者が計画通りに進めら
れたと回答がありました。計画の遅れや
修正を含めると、82.9％の事業者が取
組を進めることができています。

 

70％以上が「売上増加」と回答
 

 取組を実施した事業者の72.1％が
「売上が増加した」としており、「売
上が減少した」とする事業者は8.2％で
した。

 <取組において計画を達成した事業者の割合>  <取組実施後の売上増減の割合>  <今後の取組事業規模の見込別割合>

半数以上が
「今後も拡大、継続していく予定」と回答

 

 22.4％の事業者が今後も取組を拡大して
いく予定とし、36.7％の事業者が今後も現
在の規模で継続していく予定としています。

※端数(小数点第２位以下)を四捨五入しているため、合計は100%とならない

２



アンケート結果

 補助事業の効果       令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ支援事業

Ｑ 取組を通じて効果があったと思うもの（複数回答可）（ｎ＝147）
 ＜取組を通じて効果があったと思う項目別割合＞

取組のうち「コロナ禍での収益確保」が80％以上の割合で 
売上増につながっている 

また、「現在の事業での収益確保」も一定の効果があり、取
組の効果として「売上増」と回答している割合が78.2％と、
相互に影響していることが確認できます。

３

＜主な取組の効果別の売上増減割合＞

取組の効果はコロナ禍や現在の事業での「収益確保」に留ま
らず、「新たな顧客の開拓」など多岐にわたる

 

 「コロナ禍での収益確保」及び「現在の事業での収益確
保」は、それぞれ全体の53.7％、37.4％あり、「新たな顧客
の開拓」についても、52.4%の事業者が効果があったと回答
しており、取組事業の効果が多岐にわたることが分かります。

※複数回答可のため合計100%とならない
2.0%

2.7%

6.1%

9.5%

15.0%

19.0%

21.1%

28.6%

34.0%

37.4%

52.4%

53.7%

その他

効果があったと思うものはない

社員の離職防止

新たな人材の確保

テレワーク等、新たな働き方の推進

自身のモチベーション向上

社員のモチベーション向上

経営ビジョンの再構築

新たな知見の蓄積

現在の事業での収益確保

新たな顧客の開拓

コロナ禍（当時）での収益確保

主な取組の効果 売上増 変わりはない 売上減

コロナ禍（当時）で
の収益確保

82.3% 7.6% 10.1%

新たな顧客の開拓 75.3% 16.9% 7.8%

現在の事業での
収益確保

78.2% 16.4% 5.5%

新たな知見の蓄積 70.0% 20.0% 10.0%

経営ビジョンの
再構築

61.9% 28.6% 9.5%

社員の
モチベーション向上

71.0% 22.6% 6.5%



3.4%

1.4%

31.3%

48.3%

52.4%

53.1%

55.1%

その他

現時点で課題は無い

知見の習得

人材育成

人材確保

マーケティング

初期投資費用等の資金調達

アンケート結果

 今後の課題         令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ支援事業

Q 今後、新たなサービス展開等を行う場合に課題
   となる事項(複数回答可)(ｎ＝147)

半数以上の事業者が初期投資費用、マーケティング、人材
確保に課題

 

 55.1％の事業者が「初期投資費用等の資金調達」に課
題があると回答し、「マーケティング」、「人材確保」に
ついても半数以上の事業者が課題を抱えています。
 その他意見としては、「現在の売り上げの確保と新規
サービスとの両立」や「ネットショップ初期における専門
家と広告費用」等といった意見がありました。

４

 <今後、新サービス展開等を行う場合に課題となる事項の割合>

※複数回答可のため合計100%とならない



0.7%

7.5%

31.3%

52.4%

56.5%

78.9%

その他

現時点で影響は無い

価格転嫁（販売価格引上げ）による

顧客離れ・買い控え

賃金引き上げによる経営圧迫

（賃上げ圧力の高まり）

経費増加分の価格転嫁が困難

各種経費の増加による利益減少

アンケート結果

 社会情勢の影響       令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ支援事業

Q 原油価格・物価高騰に伴う影響(複数回答可)
                 （ｎ＝147）

５

 <原油価格・物価高騰に伴う影響別の割合>

※複数回答可のため合計100%とならない ※複数回答可のため合計100%とならない

Q 米国関税措置による影響(複数回答可) (ｎ＝147)

 <米国関税措置による影響別の割合>

6.1%

6.1%

6.1%

6.1%

8.2%

12.2%

15.0%

35.4%

38.8%

その他

サプライチェーンの混乱による

部品等の調達難

受注・販売量の減少に伴う雇用調整

取引先企業からの納期延期、

出荷待ち要請

取引先企業の生産調整、

取引先企業からの減産要請

収益不透明による採用計画見直し

取引先企業からの受注減やキャンセル

米国関税措置の影響はない

輸入価格上昇による原材料や

輸入品コストの上昇

事業者の約８割が、「各種経費の増加による利益減少」と回答
 

 原油価格・物価高騰に伴う各種経費の増加により78.9％の
事業者が利益が減少し、半数以上の事業者が経費増加分の
価格転嫁が困難であることや賃金引き上げによる経営圧迫に影
響があると回答しています。

事業者の３割以上が、「輸入価格上昇による原材料や輸入品コ
ストの上昇」に影響があると回答

 

 「輸入価格上昇による原材料や輸入品コストの上昇」に影響
を受けている事業者が多い一方で、35.4%の事業者が「米国
関税措置の影響はない」と回答しています。



アンケート結果

 補助事業の効果        令和4年度中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金

取組は
計画通り

進められたか
ｎ＝57

取組実施後
の売上増減
について
ｎ＝57

この取組を
今後拡大・継続

していくか
ｎ＝57

ほぼ当初
作成した
計画通りに
進めること
ができた

42.1％

やや遅れや
計画の修正
はあるが
進めること
ができた

 33.3％

あまり進めることが
できなかった

  7.0％

大幅に増加した

    14.0％

やや増加した

57.9％

変わりはない

26.3％

やや減少した

1.8％

今後、拡大
していく
予定である

36.8％

今後も現在の規模で
継続していく予定で

ある        29.8％

事業効果
を見ながら
検討

29.8％

<取組において計画を達成した事業者の割合> <取組実施後の売上増減の割合> <今後の取組事業規模の見込別割合>

※端数(小数点第２位以下)を四捨五入しているため、合計は100%とならない

半数以上が
取組は「計画通り進められた」と回答

 

 56.1％の事業者が計画通りに進めら
れたと回答がありました。計画の遅れや
修正を含めると、89.4％の事業者が取
組を進めることができています。

 

70％以上が「売上増加」と回答
 

 取組を実施した事業者の71.9％が「売
上が増加した」としており、「売上が減
少した」とする事業者は1.8％でした。

６割以上が「今後も拡大、
継続していく予定」と回答

 

 36.8％の事業者が今後も取組を拡大
していく予定であり、29.8％の事業者
が今後も現在の規模で継続していく予定
としています。

6

一部しか進めることが

できなかった3.5％
完全に当初作成した
計画通りに進めることが

できた   14.0％

      今後は縮小させる
  予定である

  3.5％



0.0%

1.8%

1.8%

7.0%

7.0%

15.8%

17.5%

24.6%

31.6%

31.6%

36.8%

42.1%

68.4%

効果があったと思うものはない

その他

社員の離職防止

新たな人材の確保

テレワーク等、新たな働き方の推進

自身のモチベーション向上

社員のモチベーション向上

経営ビジョンの再構築

物価高騰の中での収益確保

新たな知見の蓄積

現在の事業での収益確保

コロナ禍（当時）での収益確保

新たな顧客の開拓

アンケート結果

 補助事業の効果     令和4年度中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金

Ｑ 取組を通じて効果があったと思うもの（複数回答可）（ｎ＝57）

  ＜取組を通じて効果があったと思う項目別割合＞

取組のうち「物価高騰の中での収益確保」が９割以上の割合
で売上増につながっている

 また、「コロナ禍での収益確保」、「現在の事業での収益
確保」でも売上増の割合がそれぞれ83.3%、81.0％と効果が
あり、相互に影響していることが確認できます。

7

＜主な取組の効果別の売上増減割合＞

取組の効果は、「新たな顧客の開拓」や「コロナ禍での収益確
保」など多岐にわたる

 

 「新たな顧客の開拓」は68.4%と最も高く、そのほか「コロ
ナ禍での収益確保」、「現在の事業での収益確保」、「新たな
知見の蓄積」、「物価高騰の中での収益確保」において、いず
れも３割以上の事業者が効果があったとしており、取組事業の
効果が多岐にわたることが分かります。

※複数回答可のため合計100%とならない

主な取組の効果 売上増 変わりはない 売上減

新たな顧客の開拓 74.4% 23.1% 2.6%

コロナ禍（当時）で
の収益確保

83.3% 16.7% 0.0%

現在の事業での
収益確保

81.0% 14.3% 4.8%

新たな知見の蓄積 50.0% 44.4% 5.6%

物価高騰の中での
収益確保

94.4% 5.6% 0.0%

経営ビジョンの
再構築

42.9% 50.0% 7.1%



1.8%

0.0%

40.4%

45.6%

47.4%

57.9%

59.6%

その他

現時点で課題は無い

知見の習得

マーケティング

人材育成

初期投資費用等の資金調達

人材確保

アンケート結果

 今後の課題       令和4年度中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金

Q 今後、新たなサービス展開等を行う場合に課題となる  
 事項(複数回答可)(ｎ＝57)

＜今後、新サービス展開等を行う場合に課題となる事項の割合＞

事業者の半数以上が、人材確保、初期投資等に要する資金
調達が課題と回答

 

 59.6％の事業者が「人材確保」に課題があると回答し、
さらに、57.9％の事業者が「初期投資費用等の資金調達」
課題があると回答しています。
 「人材育成」、「マーケティング」、「知見の習得」に
関しても４割以上の事業者が課題があると回答しており、
課題は多岐にわたっていることが分かります。

8

※複数回答可のため合計100%とならない



アンケート結果

 社会情勢の影響     令和4年度中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金

Q 原油価格・物価高騰に伴う影響(複数回答可)
                                                  (ｎ＝57)

Q米国関税措置による影響(複数回答可) (ｎ＝57) 

事業者の約８割が、「各種経費の増加による利益減少」と回答
 

 原油価格・物価高騰に伴う各種経費の増加により80.7％の
事業者が利益が減少し、49.1％の事業者が経費増加分の
価格転嫁が困難であると回答しています。

9

※複数回答可のため合計100%とならない
※複数回答可のため合計100%とならない

 <原油価格・物価高騰に伴う影響別の割合>

1.8%

7.0%

35.1%

42.1%

49.1%

80.7%

その他

現時点で影響は無い

価格転嫁（販売価格引上げ）による

顧客離れ・買い控え

賃金引き上げによる経営圧迫

（賃上げ圧力の高まり）

経費増加分の価格転嫁が困難

各種経費の増加による利益減少

 <米国関税措置による影響別の割合>

※複数回答可のため合計100%とならない
0.0%

3.5%

3.5%

7.0%

8.8%

8.8%

8.8%

24.6%

57.9%

その他

取引先企業からの納期延期、

出荷待ち要請

受注・販売量の減少に伴う雇用調整

取引先企業の生産調整、

取引先企業からの減産要請

取引先企業からの受注減やキャンセル

サプライチェーンの混乱による

部品等の調達難

収益不透明による採用計画見直し

輸入価格上昇による原材料や

輸入品コストの上昇

米国関税措置の影響はない

事業者の半数以上が、「米国関税措置の影響はない」と回答
 

 57.9%の事業者が「米国関税措置の影響はない」と回答し
た一方、24.6%の事業者が「輸入価格上昇による原材料や輸
入品コストの上昇」による影響があると回答しています。


